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出所：ＳｔａｎＳｈｉｈ氏（台湾のAcer社創設者）が提起したスマイル・カーブを参考に作成。
住：Ｒ＆Ｄから生産・販売までのＶＣを有する製造業においても，企業ごとにＶＣの編成
を異にしており，したがって主要構成部門の付加価値創出率に差異がある分，図表
（S）から（S）への移動に伴って二次曲線の傾斜率にも差異が生じることになるが，
ここでは傾斜率の変化を便官トゼロに想定している。
年にわたって培われてきたスキルの多くはソフトウエアに置き換えられ，熟練
的技能の解体化が進むことになるろ）。
製造Ｔ程：その分，製造工；
いく９)。その結果，
特に組立工程の資本集約化. 自動化と非熟練化が進んで
製造工程において創出される付加価値率は以前よりかなり
低下する。逆に，独創的なアイデアが盛り込まれ，知的財産権で保護されたビ
ジネスモデルを背景とするソフ
大きくなる。その結果，業界間
トウエアやデバイス提供企業の付加価値部分が
，およびハードウエア・ソフトウエア技術の各
層が多層にわたって融合し合う変動的な競争環境の下では， 投資の回収が長期
にわたる設備投資と研究開発 投資双方の均衡ある投資の負担が増し(Ｒ＆Ｄ）
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て来るために，デジタル型産業におけるほど設備投資重点型のファウンド
リー型企業とＲ＆Ｄ特化型のファウンドレス型企業との分化も進展することに
なる。
論旨をより単純化するために仮にこうした事業構造下にある価値生産の
主活動を構成するビジネスプロセスと“Margin”との関係を表す価値曲線，い
わゆるスマイルカーブが妥当性を有しており，また横軸のＶＣを構成する主な
職務活動がｌ社内で行われていると仮定してみよう。その場合には，企業は
マージン幅を大きくしＲＯＥと株価に反映される企業価値をさらに高めてい
くためにどのような職務・組織編成の再構成を行おうとするのだろうか。
こうしたデジタル技術をベースとする産業においては，企業は実行するかど
うかは別にして，戦略的オプションの一つとして，ＶＣを構成する各諸部門か
ら，直接・間接業務を問わず，付加価値創出率の低い業務を切り出しディジ
タル・ネットワークを通してアウトソーシング化・オフショアリング化（Ｏ＆Ｏ
化）することを考慮することになるIC)。そうした政策が実行に移された場合，
"margin”がどのように変化するのかを図表７のスマイル・カーブでみてみよ
う。
同図表に概念的に示されているように，仮にこのスマイルカーブが関連諸部
門の付加価値創出分を反映していると想定した場合，アウトソーシングの結
果，（S）から（S,）へとスマイル・カーブが移行し低コスト化と同時にビジ
ネスサイクルが（BC）から（BC，）へと短縮された分だけ，結果的に"margin”
率は（Ｍ）から（Ｍ,）へと（Ｍ'一Ｍ）分上昇するだけではなく，ビジネスサイ
クルが速くなった分だけ,"margin"の総額も増大することになる。したがって，
ROEや株価に反映される企業価値向上面からの「経済合理性」の観点からす
れば，自社にとっての非戦略的業務は，アウトソーシングとオフショアリング
(=O＆O）化は不可避の事業戦略上の対象業務とならざるを得ない。とりわけ，
図表７に反映されていない全社的支援活動の間接的業務のうち，、Non-Core”
な非戦略的な定型的業務は社外へのアウトソーシングの対象として強く考慮さ
れることになる'')。
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以上の図表６，７に示されたＶＣ曲線の観点から，Ｍ・ポーターが提示した図
表１，２のＶＣの構成を再検討してみると，1970-80年代のいわゆるデジタル資
本主義への移行期以前の業界・組織構造を背景とした彼のＶＣ図は価値創出の
組織，部署ごとの差異を反映していない静態的組織構成図を示しているに過ぎ
ない。
しかしながら，そうした限界`性を有しているにせよ，彼の提示したＶＣの概
念と組織図は，サプライチェーンやロジスティクス等の物流上の視点や，
Ｒ＆Ｄから製品化に至るビジネス・プロセスの視点からではなく，価値創出し
たがって競争優位の源泉が組織的にどこでなされているのかを分析する際の重
要な視点を提起している。
６．ＶＣの国際的展開と再編成
競争構造のダイナミックな国際的変容とＩＣＴ技術が急速に進展するデジタ
ル資本主義型の国際的構図のもとで，自社の“Core-competence"を一層高め
るためには。自社外の優れた経営資源を活用する国境を超えた国際的な「オー
プンイノベーション型開発方式」・「OEM委託方式」および「定型的間接業務
のアウトソーシング」への移行を迫られてくる。このことは同時に他方での
｢独自のより高度な職務能力」と「定型的業務」との分離，他方での「業務の
標準化」と「タスクと責任の明確化」が不可避の課題となってくる。その結果，
こうした国際的諸環境に言語的にも柔軟に対応しうる異文化対応型の組織構造
下にある欧米諸企業ほど付帯的サポート業務を中心にアウトソーシングとオ
フショアリング化（OffshoreOutsourcing＝以下，Ｏ＆Ｏ化）を検討すること
になる。したがって，本国でのこうした本社・関連会社から切り出された業務
がＯ＆Ｏ化されていく傾向が強い分だけ，内外IT-BPO企業への業務委託のみ
ならず，自社業務用アウトソーシングと他社からのアウトソーシングを受託す
る狙いのＢＰＯ子会社が内外に設置される傾向がある'2)。その際，Ｏ＆Ｏの主要
な目的の一つがコスト低減に置かれている以上，海外進出先は，基本的には
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ICT環境が整備され，賃金コストのより低く，使用言語能力を有する人材を
多く抱えるいわゆる新興国に向かうことになる。こうした視点からは，欧米系
企業がバリューチェーンの非戦略的業務活動を英語圏のより低賃金な人的資源
を抱える諸国へとＯ＆Ｏ化していく事業行為は，競争環境がより厳しくなるほ
ど不可避の事業戦略の一環となってくる。
この場合，ＦＤＩ（海外直接投資）によるＯ＆Ｏ形態からみた場合のＶＣは，
企業内国際分業，および企業内国際ビジネスプロセスの一環を構成することに
なる。他方，直接投資の形態ではなく，ＮＥ（Non-Equity：非出資型）による
提携ないし市場ベースによる形態から見た場合には，当該企業にとって非戦略
的な低付加価値業務を中心とする間接的業務は，当該企業の直接的ＶＣからは
切り離されることになる。しかしながら，ＦＤIにせよＮＥ形態にせよ受託した
企業群が依然，ビジネス生態系全体の一環を構成しているという視点からは，
出資形態にかかわらず関連企業のＶＣもビジネス生態系全体のＶＣの一環を構
成していることになる'3)。
したがって，ここでのＶＣの概念上の相違点は、一方が連結対象企業内の会
計上の利益額をベースとしているのに対して，他方は，提携関係さらには市場
取引をも含むビジネス生態系全体の利益，ないし付加価値額をベースとする点
にある。Ｍ,ポーターのＶＣは前者に属し，いわゆるグローバル・バリュー
チェーン等の国際的ＶＣで用いられているＶＣの概念は後者に属する。
他方，こうしたＯ＆Ｏの動きを受託側のフィリピンサイドから見てみると，
在フィリピンIT-BPO企業の売上収益に占める海外輸出額の割合は2016年には
９割以上であり，したがって収益の90％以上が海外からのＢＰＯの受託と，海
外企業本社および関連企業からのいわゆる“In-house，，（国際企業内取引）で占
められている。フィリピンＢＰＯ産業の全収益に占める，この後者の「本社一
子会社間の国際企業内取引」からの収益は，2016年には20.5％に及んでおり，
また同産業に雇用者数に占める後者の比率は130％を占めている（IBPAE
2017)。同国現地受託企業の大部分は，米国を中心とする多国籍企業によって
占められており，この意味においては同国IT-BPO産業は米国を中心とするビ
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ジネス生態系の傘下に組み込まれているといえる。
それに対して，日系企業の場合は， 上記の諸環境に柔軟に適応しにくい言
語・組織文化 ･組織構造にも規定されている分だけ， 欧米企業に比してアウト
なる'4)。たとえば，日系ソーシングとオフショアリングの進展の度合いは遅くなる'4)。
企業の場合は， ＩＴ人材の獲得と同時に日本語での言語対応がある程度可能な
大連を中心に中国現地企業および日系ＢＰＯ企業へのアウ トソーシングとオフ
ショアリングが比較的進んでいるのに対して'5)， フイリピンのように英語対応
能力が極めて高い国であっても'6)，日系ＢＰＯ企業の進出が進んでいるとは言
えない
こうした傾向は，
みても（図表８参I
在フィリピン主要ＢＰＯ企業の収益上位45社の本社国籍を
(図表８参照)， 米国を中心とする欧米に本社を有する企業が大部分で
日系企業は１社'7)のみとなっている点にも表れている。あり．
図表８在フィリピン主要IT-BPO企業の収恭卜位45社の本社国籍
本紙国籍別 ブイ)ノピ勢if:jif灘i鑓臓識
米系IT-BPO企業 3０
オーストラリア系 ３
カナダ系 ２
オランダ・イギリス系 ２
インド系 ２
フランス系 １
香港系 １
デンマーク系 ]
ドイツ系 １
スイス系 １
日系 １
フィリピン系企業 、
計 4５
出所： http://www・callcenterfOcus・com/2014/12/top-bpo-companies-in-philippines-based
html（accessedNovember2017)，および各社本社国籍はGoogle検索より作成，
なお合弁の可能性がある場合は海外企業国籍を表示。
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したがって，日本ＢＰＯ企業の海外現地拠点での英語および現地語ベースで
の業務は，現地に進出している日系企業からの受託を主としており，日本本国
からのＢｐＯ業務の受託が主たる業務とはなっていない'8)。
従って，次にＶＣが国際的に再編成されてグローバル・バリューチェーン
(GVC）として構築されていく場合，Ｍ・ポーターが提示した図表１，２のＶＣ
の構図，およびマージンと主要価値創出活動との関連図としての図表６，７が，
どのような構成となって描かれてくるのかのかを検討していく必要がある。そ
してその際，本論文の研究課題においても指摘したように，IT-BPO業務の受
託側となる（主として英語圏の）新興諸国にとって，こうした低付加価値工程
の業務請負が，現地サイドでの人的資源の高度化と職務の再設計を通して，次
第により高付加価値型の「市場・需要データ解析」「技術動向分析｣，「国際法
的コンサル業務」等々のいわゆるＫＰＯ（KnowledgeProcessOutsourcing）
型業務への戦略的移行を可能とするローカル・バリューチェーン（LVC）構
築との関連が貧困削減戦略との関係上重要な意味を有してきている。
７．まとめと課題
ＢＰＯ（BusinessProcessOutsourcing）を，ビジネスプロセスとＶＣ（Value
Chain）の視点から検討してみると以下の点に集約されうる。
まずはじめに図表６，７に示されたＶＣ曲線の観点から，Ｍ､ポーターが提
示した図表１，２のＶＣの構成を再検討してみると，彼のＶＣ図は価値創出の
組織，部署ごとの差異を反映していない静態的構成となっているために，端的
に言えば，単なる価値創出に関連する組織構成図を示しているに過ぎないとい
うことになる。この点は，ＩＣＴが急速に普及し産業構造および競争構造が動
態的に変動しながら錯綜しあう2000年代以降のデジタル資本主義的構図の下で
は彼の競争要因としての“５Forces“論同様，ＶＣ図としての図表１，２も，
動態的な“BusinessProcess”と価値創出率の変化を反映していない分，いつ
の時代にも妥当性を有していると同時に実態を的確に反映していない図であ
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るということにもなる。しかしながら，そうした限界'性を有しているにせよ，
彼の提示したＶＣの概念と組織図は，サプライチェーンやロジステイクス等の
物流上の視点や，Ｒ＆Ｄから製品化に至るビジネス・プロセスの視点からは明
確に抽出しえない価値創出したがって競争優位の源泉上の組織的位置を明確に
しうるという意味において重要な視点を提起している。
他方，図表６，７はビジネス・プロセスと付加価値創出率を反映させた部門・
部署ごとの相関図となっているために，基盤技術のハードウエアからソフトウ
エアへの移動，およびICT技術とデジタル化を反映している分，付加価値創
出率の変動をより動態的に反映していると言える。しかしながら，同図は，部
門・部署ごとの付加価値創出率を的確に反映している訳ではなく，あくまで概
念図としての意味を有しているに過ぎない。その際，各国，地域の産業構造，
労使関係の差異，さらには言語を始めとする国民文化的差異に規定された組織
文化的特質によって，ＢＰＯおよびOffshore-outsourcing（Ｏ＆Ｏ）の具体的展
開形態と目的（期待効果）には明らかに差異が生じてくることを見てみた。
1990年代末以降のいわゆるデジタル資本主義化の進展によって，“core‐
competence”を構成する戦略的業務を除く多くのビジネスプロセスが企業内
(FDD・企業外（Non-equity）を問わず，新興国をはじめとする海外で展開さ
れてきている。換言すれば，主要国多国籍企業の本国業務を中心とするＶＣの
ネットワークを神経系とするグローバルなビジネス生態系が構築されてきてい
る。
ＢＰＯやＯ＆Ｏのもたらす国際的なビジネス生態系の下でのＶＣの構図と，
そこでの対象業務を受託する新興国サイドの位置づけ，そして新興国の産業発
展に及ぼす効果と展望ついては，明らかにすべき多くの分析課題が残されてい
る。「はじめに」で述べた基本的問題意識と併せて，次号以降の課題としたい。
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の調査研究に際しては税所哲郎氏（国士舘大学経営学部教授）に多くを依拠し
ている。
[注］
IT-BPO産業による業務のオフショアリングは，林（2017a）にも紹介されてい
るように，主に「ソフトウエア設計開発」と「BPO（BusinessProcess
Outsourcing)」から成るが．後者のOffshoreOutsourcing（Ｏ＆Ｏ）となる主な
業務分野は，バックオフィス業務としてのCallCenter，顧客管理，設計，人事・
給与計算入力，会計・経理，法務・税務等々である。受託側のフィリピンIT‐
BPO（BPM）産業では，MedicalTranscription（医者のカルテや医療データの
電子化作業等）もここに含まれている。
こうした日米企業組織間の差異に関しては，石田（1985）の先駆的研究成果が
参考になった。特に同書第１章にその特質が論じられている。さらに林吉郎
(1994）の第２章では，石田（1985）の論点を踏まえた日本的組織構造が分析さ
れており，参考になった。
BPOの導入の結果，従来の業務に従事していた従業員数に余剰が発生した場
合，そのうち，｜ﾖ|系企業（299社）の場合にはリストラ（希望退職を募る）の対
象となる従業員の割合が9.4％であったのに対して，米系企業（324社）の場合
には26.5％となっている（みずほ総研：2014,Ｐ94)。
東証一部上場日系企業1729社（2008年１月24日現在）の経営企画部門，総務部
門，経理部門，人事部門を対象とした「間接部門における業務アウトソーシン
グに関するアンケート調査｣。
従来の日本型開発システムの優位性と特徴については，林（1993：85-113）に
まとめられている。そこでは，日本的開発システムの特質を，企業内における
技術者・開発プロジェクト参加者の職務移動と技術情報の移転・創出・蓄積の
速さとの関係を220社からのアンケートを通して説明している。
この時期の日本製造業における「臨時工｣，「社外工」制度の特質に関しては，
伍賀（19881糸園（1978)，道又編著（1978)，山本潔（1967)，等の研究が参
考になった。
製造業においては，規模別賃金格差に依拠した下請けメーカーから部品群をよ
り低コストで調達してきたのに対して，各種サービス産業においては，非戦略
的・定型的業務を中心に国内の下請け的中小企業群にアウトソーシングしてき
たともいえる。したがって，日本のサービス産業については，図表４は必ずし
も適確とはいえないことになる。
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８） 産業のデジタル化インターネット技術の普及が．日本においては関連産業の
直接的生産工程における労働編成を，同じ非正社員でも従来の熟練工としての
社外工から非熟練工としての請負労働制に変容させてきた背景と実態，およ
び非正社員比率が高水準化していること．等については．長井（2006）（2007)．
戸室（2004）（2007）（2011)，木村（2006)，佐藤（2001）等が実態を踏まえた
示唆に富む指摘をしている。
日本におけるこうした量産組み立て型産業における特質は．海外へのオフシヨ
ア・アウトソーシングと同時に，国内におけるIL1社工場においては，製品寿命
の短縮化にともなう生産ラインの柔軟化と請負］己を中心とする非正社員がライ
ンの中核的位置を占めてきた点に見いだされる。この点については，脚注（８）
の長井・戸室・木村論文において論証されているので参照されたし。
脚注（９）で指摘した量産組み立て型産業の日系企業国内工場における柔軟な
労働編成の特質は，海外オフショア・アウトソーシング先においては，現地特
有の産業構造，労働法制，労使関係，労働慣習等に規定されるために日本国内
とは異なった具体的展開形態を示しうることにも留意する必要がある。例えば，
アップル社のモバイル系製品の受託生産を行っているホンハイ社（本社台湾）
中国工場では，［1本での同種の生産工程における以上に単能工中心の労働編成
をベースにした資本集約化が進んでいることが想定されうる。
経産省商務情報政策局（2014）の"HfSResearch,，に依拠した数値によると，米
国と日本のＧＤＰに１１｢める2013年のＢＰＯ市場規模比率は，それぞれ0.76％と
0.17％となっておＩ)，日本のＢＰＯ市場規模比率は，米同に比してかなI)低い。
他方，ＩＴＯのli1比率は，米|玉|が１．１８％であるのに対して，｝１本の同比率は1.76％
であり，米国に比してかなり高い。このことは，日本企業はビジネスプロセス
を自社従業員によって行う比率が米国企業より高く，逆にＩＴ系業務に関して
は，米国企業のほうがＲ本企業よりも自社従業員によって行っている比率が高
いことを意味する。
その典型的事例としてGENPACT社がある。同社は，米国ＧＥ社の業務改革推
進業務が傘下のＧＥCapitalのGECapitalInternationalServicesとして組織的
に自立化してＧＥグループ内の間接業務を担うようになり，1997年の創業，
2005年にＧＥから独立し2007年上場している。世界20か国，６７のデリバリー
センターで25か国語での対応を可能としている。2016年12月現在，従業員数
77000名強，売上高25億７千万ＵＳドルとなっている（http://www､genpact
com/about-us：accessedonSepl6,2017)。なお．n本ではＨ産の人事系サー
ビス子会社を買収してジェンパクトジャパンサービス，および日立製作所の財
務経理系サービス子会社の買収を行い日本ジェンパクトビジネスサービスと
してそれぞれアウトソーシング業務を行っている（GenpactWikipediaJapan)。
例えば，Apple社がiPhoneを販売して得られる収益を，同社単独の収益から見
９）
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るのか．組立/二k塵受託fiご業．および半導体企業をはじめとする構成部品企業群．
販売企業，さらには，ＡｐｐＳｔｏｒｅに参力Ⅱしている多くのアプリケーションソフ
ト企業群をも含めるのか．さらにこれら企業群の本社国雑や地域別構成によっ
ても．ＶＣの櫛成図式が異なることになる。
富浦（20112014）の調査（従業員5()名以上・資本金3,000万|工]以｣この製造業
14,062社対象：回騨企業数39％の約5.480社）によると，2006年実績で．国内・
海外を問わずアウトソーシングを実施している企業が63％（アウトソーシング
なしが37％)，そのうち．国|ﾉﾘだけのアウトソーシングが42％・国内・海外両方
にアウトソーシングが20％，そして海外だけにアウトソーシングが１％となっ
ている。
海外へのアウトソーシングを業務別にみると，製造・組立・加工が全体の8311
％，ｊＩＪｌ:究開発が358％，その他情報サービス・顧客サポート・法務・会計・経理
その他が1331％の構成となってお|)，製造関係が大多数を占めている。海外ア
ウトソーシング仕向け先別では．中国が全体の52.80％，ＡＳＥＡＮが2191％，そ
の他アジア（台湾，インド等）がＵ58％となっており中|玉|を筆頭にアジアが
全体の8629％を占めている。さらに海外アウトソーシング先の企業は．自社
の海外子会社が391％，１三|系子会社が15.4％，そして海外企業が45.4％の構成比と
なっている。
|E|系ICT企業によるオフショア・アウトソーシング（Ｏ＆Ｏ）先は，とりわけ
lEl本語理解能力のある人材数の関係から中国が圧倒的に多くを占め，残りをベ
トナム，インド．ミャンマー，フィリピン，等で分け合っている。ただしこ
れらのICT'三Ｉ系企業によるＯ＆Ｏ業務の大半は，各種のソフトウエア開発業務
であり，バツクオフイス的間接業務に関するＢＰＯのＯ＆Ｏは一部にとどまって
いる（JISA：2014)。ソフトウエア開発業務委託の最大の目的は，「コストの削
減」と「国内人材不足」となっている（総務省情報通信政策局情報通信経済室：
2007）
フィリピンの英語能力を示す指標として国際的に用いられている，Business
EnglishIndex（2013）スコアランキングでは7.95で１位，およびTOEFUL
Internet-BasedTest（iＢＴ）（2015）スコアランキングでは，９０でインドと同じ
く１位となっている（IBPＡＰ：2017)。
28位のＳＰｉＣＲＭＩｎｃ（現地フィリピン企業）は，｜]系企業の「りらいあコミュ
ニケーションズ社」（本社：東京）によって2016年に買収され，同社が上位45社
中，唯一の日系企業となっている。
大手｢Ｉ系ＢＰ企業Ａ社からのヒアリングより。米系企業と日系企業のオフショ
アリングの進め方と課題に関しては，ジェトロ（2008：第２章・第３章）が参
考になった。
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